業務管理体制（一般検査）に係る留意事項等について
宮崎市指導監査課

１　業務管理体制（一般検査）概要

障害者自立支援法等（現行：障害者総合支援法）の改正により、平成２４年４月１日から指定障がい福祉サービス事業者等は、法令遵守等の業務管理体制の整備とその届出が義務づけられています。

今回の一般検査は、指定障がい福祉サービス事業者等（児童系サービス事業者を含む）において、業務管理体制が適正に整備されていることを確認するための書面検査です。
※検査結果によっては実地による検査を実施する場合があります。

２ 業務管理体制（一般検査（書面検査）手順）

（１）法人単位で回答

今回の一般検査は、指定事業所へ通知しておりますが、市への回答は、法人単位でとりまとめの上、御提出ください。
（２）対象事業者の確認

別添の「業務管理体制（一般検査）対象等確認表」により、今回の検査対象であるか否か御確認ください。確認の結果、今回の一般検査の対象外である法人は、市への回答は不要です。また、今年度すでに対象事業所の一般検査回答済みの法人であって、回答時点から業務管理体制に変更の無い法人は、再度の提出は不要です。
（３）事業所規模の確認

法人が整備すべき業務管理体制は、指定を受けている事業所又は施設の数に応じて定められており（下図参照）、業務管理体制の整備に関する事項を記載した届出書を関係行政機関に届け出ることとされています。

	事業所数
	整備すべき事項
	自主点検表

	２０未満


	法令遵守責任者の選任


	小規模事業者用を作成



	２０以上１００未満


	法令遵守責任者の選任
法令遵守規程の整備


	中規模事業者用を作成



	１００以上


	法令遵守責任者の選任

法令遵守規程の整備

監査を定期的に実施
	大規模事業者用を作成




　※事業所数の数え方については、別添の「業務管理体制（一般検査）対象等確認表」をご参照ください。

３　業務管理体制届出

今回の一般検査は、業務管理体制届出に基づく一般検査（書面検査）ですが、業務管理体制の内容に変更がある場合等は、「業務管理体制届出書」又は「業務管理体制変更届出書」（宮崎市ホームページに掲載）を宮崎市障がい福祉課審査給付係に御提出ください。

４　お問い合わせ先

宮崎市指導監査課　　℡０９８５－２１－１７７８

